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第 1 章 
 
日本農業における雇用労働の増加と 
それを支える技能実習生       
 
早稲田大学政治経済学術院 











































































































































































































































ある。述べ作付面積 3 万 5 千エーカー




































































































































































































































いる。10 年では農業雇用者 12,250 人、




















習生）は東日本大震災の直前 11 年 2 月
3026 人（90％が耕種農業）、直後の7月
は帰国したものが多く2061人（８７％）、
















26 農協のうち 11 農協が業務の一環とし
て、組合員への実習生の受け入れを組織
的に着実に行っていることである。農協
第 1 章 日本農業における雇用労働の増加とそれを支える技能実習生（堀口健治） 
 12
経由の実習生総数（1，2 号の合計）は、
震災前 10 年 8 月 1606 人、震災直後 11




























送り出し機関に 180 千円）、合計 262 千
円で済んでいる。なお北海道のある農協
が酪農で受け入れる 3 年間の事例だと、
前者が 52 千円、後者が 258 千円（うち
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1995 年 23.8％と 5 年おきに倍増してお
り、2000年には41.0％、2005年は50.8％





















年に 5 戸、1995 年に 21 戸、2000 年に
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表 2-1 農地流動化の進展（茨城県八千代町） 
単位：ha
  
経営耕地面積 借入耕地面積 借入耕地面積率 畑借入
農家率 計 うち畑 計 うち畑 計 畑 
1985 3,232 1,266 190 87 0.2% 6.9% 13.1
1990 3,061 1,201 272 148 0.3% 12.3% 15.9
1995 3,050 1,357 477 323 0.5% 23.8% 19.0
2000 3,254 1,614 872 662 0.8% 41.0% 26.6
2005 3,034 1,596 1,193 811 1.3% 50.8% 36.7
2010 3,308 1,882 1,608 1,112 1.5% 59.1% 41.8
注：2000 年までは総農家、2005 年以降ま販売農家の数字。 
表 2-2 経営耕地面積規模別農家数の推移（茨城県八千代町） 
  単位：戸 
  総数 1ha 未満 1～2 2～3 3～5 5～10 10～20 20ha 以上 
1985 2,949 2,090 1,203 290 30 1 
1990 2,734 2,036 1,024 288 56 5 
1995 2,543 1,997 829 311 84 16 3 2 
2000 2,289 1,797 643 284 128 40 10 10 
2005 2,781 1,890 478 204 129 53 14 13 
2010 2,529 1,721 389 181 118 80 20 20 
注：1ha 未満層は自給的農家を含む。 









1990 5 10 0.4% 2.0
1995 13 28 1.3% 2.2
2000 82 201 10.7% 2.5
2005 140 296 19.7% 2.1
2010 189 525 40.6% 2.8
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戸だったが、1990 年8戸、1995 年には
32 戸と増え、2000 年36 戸、2005 年に



































































計 町内 町外 計 町内 町外 合計
1 140 80 1,500 1,580 220 1,500 1,720 85 1,805
2 240 270 1,100 1,370 510 1,100 1,610 73 1,683
3 150 155 700 855 305 700 1,005 91 1,096
4 208 100 700 800 308 700 1,008 45 1,053
5 200 400 400 600 600 155 755
6 100 350 350 450 450 60 510
7 160 167 167 327 327 46 373












































計 町内 町外 合計 町内 町外 合計
1 140 0 2,800 2,800 140 2,800 2,940 85 3,025
2 260 250 1,250 1,500 510 1,250 1,760 1,760
3 150 265 1,000 1,265 415 1,000 1,415 91 1,506
4 250 100 2,000 2,100 350 2,000 2,350 45 2,395
5 260 650 650 910 910 271 1,181
6 170 400 250 650 570 250 820 60 880
7 187 227 227 414 414 46 460



























































計 実習生 計 実習生
1 2 2 412 7 6 0
2 4 0 1,350 7 5 0
3 2 2 480 6 4 0
4 2 2 40 7 4 0
5 2 2 90 4 4 0
6 2 2 35 5 5 0
7 1 1 0 3 3 0
























































































































































































































































































認定農業者の会 87 74 50 10 7 14 1 243
センサス 1174 80 20 7 9 5 1 1296
注：調査対象（認定農業者の会会員）の経営面積規模は堀口健治（早大名誉教授）によるヒアリング
調査（2013 年10 月）結果をもとに、筆者集計。センサスは、2010 年世界農林業センサスにおける
八千代町経営耕地面積規模別経営体数（総農家）をもとに、筆者集計 
 




経営主平均年齢 54.1 歳 経営面積  水田 156.7 a 
同居家族平均人数 男 2.8 人 水田** 181.3 a 
女 2.7 人 畑 571.8 a 
計 5.5 人 畑** 581.1 a 
農作業従事家族平均人数* 男 1.6 人 樹園地 11.3 a 
女 1.1 人 樹園地** 105.3 a 





 水田 83.1 a 
後継者確保率 42.5 % 水田** 228.9 a 
後継者平均年齢*** 30.7 歳 畑 392.3 a 
家族外労働力雇用率 87.6 % 畑** 480.7 a 
常雇雇用率 75.0 % 樹園地 1.2 a 
常雇雇用平
均人数 
全体 男 2.2 人 樹園地** 24.2 a 




水田 6.0 a 
計 2.4 人 水田** 82.0 a 
雇用農家のみ
**** 
男 2.9 人 畑 168.5 a 
女 0.3 人 畑** 348.2 a 
計 3.2 人 樹園地 0.0 a 
家族労働力+雇用常雇数平均 5.1 人 樹園地** 0.0 a 
臨時雇雇用
平均人数 
全体 男 0.5 人 【販売金額】 
女 0.5 人 販売金額 全体 500 万円未満 0.8 % 
計 1.0 人 〜1000 万円 11.6 % 
雇用農家のみ
**** 
男 1.7 人 〜3000 万円 36.4 % 
女 1.8 人 〜5000 万円 27.3 % 





〜3 億円 5.8 % 
実習生受入率 72.8 % 受入農
家のみ
500 万円未満 1.1 % 
実習生平均受入人
数 
全体 1.9 人 〜1000 万円 3.4 % 
受入農家のみ 3.0 人 〜3000 万円 27.3 % 
 〜5000 万円 36.4 % 
〜1 億円 25.0 % 
〜3 億円 6.8 % 
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 表 3-3-1：八千代町認定農業者の労働力調達（実習生） 
国籍 中国 割合 58.8 % 勤 続 年
数 
割合 1 年目 39.0 % 
性別 男 98.3 % 2 年目 42.9 % 
女 1.6 % 3 年目 17.9 % 
ラオス 割合 14.7 % 年間受入費用平均（1 人当た
り） 
203.5 万円 
性別 男 100.0 % 希望年間受入費用平均（1 人
当たり） 
148.3 万円 
女 0.0 % 意向* 当 て は
ま る 農
家割合 
問 1 81.5 % 
ベトナム 割合 10.8 % 問 2 30.4 % 
性別 男 100.0 % 問 3 32.6 % 
女 0.0 % 問 4 25.0 % 
インドネシア 割合 9.8 % 問 5 43.4 % 
性別 男 100.0 % 問 6 53.2 % 
女 0.0 % 問 7 58.6 % 
タイ 割合 2.9 % 問 8 41.3 % 
性別 男 100.0 % 問 9 46.7 % 
女 0.0 % 問 10 48.9 % 
ネパール 割合 2.0 % 問 11 19.5 % 
性別 男 100.0 % 問 12 45.6 % 
女 0.0 % 問 13 26.0 % 
スリランカ 割合 1.0 %  
性別 男 100.0 %
女 0.0 %































































農作業従事家族平均人数* 男 1.8 人 経営面積  水田 70.1 a 
女 1.5 人 水田** 90.3 a 
計 3.3 人 畑 413.5 a 
日本人労働力雇用率 53.5 % 畑** 418.4 a 
日本人常雇雇
用平均人数 
全体 男 0.5 人 樹園地 1.0 a 
女 1.0 人 樹園地** 150.0 a 





 水田 21.3 a 
雇用農家のみ
*** 
男 1.4 人 水田** 134.4 a 
女 3.5 人 畑 246.0 a 
計 2.5 人 畑** 295.1 a 
日本人臨時雇
雇用平均人数 
全体 男 0.6 人 樹園地 0.0 a 
女 0.6 人 樹園地** 0.0 a 




水田 3.5 a 
雇用農家のみ
*** 
男 1.7 人 水田** 90.0 a 
女 1.9 人 畑 111.8 a 




雇用農家のみ 64.6 人 樹園地 0.0 a 
【導入年】 樹園地** 0.0 a 
平成元 1.2 % 平成 15 11.8 %  
平成 5 3.5 % 平成 16 2.4 % 【販売金額】 
平成 7 1.2 % 平成 17 4.7 % 販売金額 500 万円未満 1.2 % 
平成 8 1.2 % 平成 18 7.1 % 〜1000 万円 10.9 % 
平成 9 1.2 % 平成 19 3.5 % 〜3000 万円 50.0 % 
平成 10 21.2 % 平成 20 9.4 % 〜5000 万円 30.4 % 
平成 11 3.5 % 平成 21 1.2 % 〜1 億円 6.0 % 
平成 12 8.2 % 平成 22 4.7 % 〜3 億円 1.2 % 
平成 13 3.5 % 平成 23 4.7 %  
平成 14 2.4 % 平成 24 3.5 % 
注：*農作業従事時間が 1 日 8 時間換算で年間 225 日以上の家族の平均人数、**項目の経営地が
少しでもある農家のみ集計、***雇用農家のみ：男は男性雇用農家のみ、雇用農家のみ：女は女
性雇用農家のみ、雇用農家のみ：計は男女計 1 人以上雇用農家のみ集計 
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ら581.1a へと約160a 増加している。う











































 拡大 現状維持 縮小 
経営 
規模 
30.7% 66.6% 2.6% 
実習生
人数 









48.5% 31.4% 8.5% 11.4% 
人数
拡大 
36.3% 48.4% 6.0% 9.0% 
 
























































































































































































































人 数 4,018 751 134 26 0 59 4,988
構成比 80.6 15.1 2.7 0.5 0.0 1.2 100.0
人 数 82,871 2,707 1,965 5,079 354 4,858 97,834































































区 分 食料品製造 農 業 繊維・衣服 機械・金属 その他製造業 建 設 漁業・その他 計
北海道 65.4 28.3 3.2 1.1 0.1 1.0 0.9 100.0
全 国 14.8 12.3 21.4 18.0 24.8 8.1 0.6 100.0
業種別受入数(技能実習1・2、イ・ロ合計、2012年)
資料： 表5-2に同じ
1～2ヵ月 3～4ヵ月 5～6ヵ月 7ヵ月 8ヵ月 9ヵ月 10ヵ月 11ヵ月 12ヵ月 計
北海道(2012年) 2.0 3.0 3.9 11.8 7.4 8.6 13.2 6.5 43.6 100.0























































































































日本の農業技術を学びたい 23 54.8 自家農業へ投資 12 28.6
お金を稼ぎたい 37 88.1 起業など農業外へ投資 11 26.2
外国で視野を広げたい 17 40.5 家族の教育費 13 31.0
日本語を学びたい 6 14.3 生活費 10 23.8







研 修 に 応 募 し た 目 的 研 修 手 当 の 使 途
目 的 区 分 回答人数
回答者42人に


































































































































































































































































































における実習は，20 から 30 歳前後の若














































































































（ 単 位 ： 人 ， ％ ， ％ ）
計 1 5 ～ 1 9 2 0 ～ 2 9 3 0 ～ 3 9 4 0 ～ 4 9 5 0 ～ 5 9 6 0 ～ 6 4 6 5 歳 ＜
1 9 8 3 第 ７ 次 3 7 9 ,1 3 6 4 ,5 5 8 2 7 ,7 9 8 5 7 ,8 2 6 1 0 0 ,9 7 4 1 1 4 ,7 5 0 3 1 ,6 7 0 4 1 ,5 6 0
1 9 8 8 第 ８ 次 3 9 2 ,3 9 2 5 ,0 2 8 3 2 ,5 1 2 6 2 ,7 5 1 8 3 ,3 6 2 1 1 9 ,6 3 4 4 3 ,9 6 5 4 5 ,1 4 0
1 9 9 3 第 ９ 次 3 2 4 ,8 8 6 2 ,3 7 1 2 0 ,1 5 3 3 9 ,4 4 8 6 6 ,3 4 2 8 8 ,8 7 5 4 9 ,3 2 6 5 8 ,3 7 1
1 9 9 8 第 1 0 次 2 7 7 ,0 4 2 1 ,6 8 4 1 4 ,0 8 9 2 7 ,8 5 2 5 2 ,6 0 9 6 4 ,8 0 9 4 2 ,6 5 8 7 3 ,3 4 1
2 0 0 3 第 1 1 次 2 3 8 ,3 7 1 1 ,5 8 2 1 1 ,9 4 2 2 1 ,3 3 8 3 6 ,5 7 3 5 6 ,7 8 3 3 0 ,6 6 4 7 9 ,4 8 9
2 0 0 8 第 1 2 次 2 2 1 ,9 0 8 1 ,2 9 6 1 3 ,0 9 6 2 0 ,7 7 1 3 1 ,9 8 5 5 0 ,9 1 2 2 8 ,0 3 8 7 5 ,8 1 0
1 9 8 3 第 ７ 次 1 0 0 1 .2 7 .3 1 5 .3 2 6 .6 3 0 .3 8 .4 1 1 .0
1 9 8 8 第 ８ 次 1 0 0 1 .3 8 .3 1 6 .0 2 1 .2 3 0 .5 1 1 .2 1 1 .5
1 9 9 3 第 ９ 次 1 0 0 0 .7 6 .2 1 2 .1 2 0 .4 2 7 .4 1 5 .2 1 8 .0
1 9 9 8 第 1 0 次 1 0 0 0 .6 5 .1 1 0 .1 1 9 .0 2 3 .4 1 5 .4 2 6 .5
2 0 0 3 第 1 1 次 1 0 0 0 .7 5 .0 9 .0 1 5 .3 2 3 .8 1 2 .9 3 3 .3
2 0 0 8 第 1 2 次 1 0 0 0 .6 5 .9 9 .4 1 4 .4 2 2 .9 1 2 .6 3 4 .2
1 9 8 3 第 ７ 次 1 0 0 1 0 0 1 0 0 1 0 0 1 0 0 1 0 0 1 0 0 1 0 0
1 9 8 8 第 ８ 次 1 0 3 .5 1 1 0 .3 1 1 7 .0 1 0 8 .5 8 2 .6 1 0 4 .3 1 3 8 .8 1 0 8 .6
1 9 9 3 第 ９ 次 8 5 .7 5 2 .0 7 2 .5 6 8 .2 6 5 .7 7 7 .5 1 5 5 .7 1 4 0 .4
1 9 9 8 第 1 0 次 7 3 .1 3 6 .9 5 0 .7 4 8 .2 5 2 .1 5 6 .5 1 3 4 .7 1 7 6 .5
2 0 0 3 第 1 1 次 6 2 .9 3 4 .7 4 3 .0 3 6 .9 3 6 .2 4 9 .5 9 6 .8 1 9 1 .3
2 0 0 8 第 1 2 次 5 8 .5 2 8 .4 4 7 .1 3 5 .9 3 1 .7 4 4 .4 8 8 .5 1 8 2 .4
資 料 ： 第 ７ 次 ( 1 9 8 3 ) か ら 第 1 2 次 （ 2 0 0 8 ） の 漁 業 セ ン サ ス
    注 ） 上 段 ： 実 数 ， 中 段 ： 年 齢 構 成 比 ， 下 段 ： 第 7 次 （ 1 9 8 3 年 ） セ ン サ ス を 1 0 0 と し た 推 移 。
表 漁 業 就 業 者 の 年 齢 構 成5-1 
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表 5-2  漁船規模・養殖業別，漁業・海上作業従事者数（11 月１日現在） 




計 比率 家族 雇用者
雇用者の内外国人 
計 比率



















1-3 26,731 496 9 0.1 27,227 10.3 18,028 1,105   0.0  19,133 8.8 
3-5 38,041 2,718 4 0.1 40,759 15.4 28,986 4,576 3 0.0  33,562 15.5 
5-10 15,699 3,921 9 0.1 19,620 7.4 12,135 5,745 23 0.4  17,880 8.2 
10-20 7,137 8,567 489 6.5 15,704 5.9 5,099 9,437 567 9.2  14,536 6.7 
計 124,223 16,353 511 6.8 140,576 53.1 87,373 23,666 593 9.6  111,039 51.1 
20-30 1,245 2,243   0.0 3,488 1.3 618 2,634 15 0.2  3,252 1.5 
30-50 1,049 2,979 57 0.8 4,028 1.5 357 3,373 118 1.9  3,730 1.7 
50-100 501 4,813 150 2.0 5,314 2.0 122 4,275 220 3.6  4,397 2.0 
計 2,795 10,035 207 2.8 12,830 4.8 1,097 10,282 353 5.7  11,379 5.2 













200-500 310 5,273 953 12.7 5,583 2.1 8 3,701 748 12.1 3,709 1.7 
500-1,000 39 4,931 1,443 19.3 4,970 1.9   3,088 978 15.9 3,088 1.4 
1,000-3,000 1 9,383 3,786 50.6 9,384 3.5 1 6,241 2,777 45.0 6,242 2.9 
3,000 ㌧以上   1,373 492 6.6 1,373 0.5   824 409 6.6 824 0.4 
計 14,001 7 6,884 92.1 27,311 10.3 62 18,863 5,167 83.7 18,925 8.7 















小型定置網 7,376 3,184 2 0.0 10,560 4.0 4,021 5,385   0.0 9,406 4.3 
計 9,998 7,713 6 0.1 17,711 6.7 4,139 11,489 15 0.2 15,628 7.2 
ブリ類養殖業 1,450 2,776 3 0.0 4,226 1.6 891 2,442   0.0 3,333 1.5 
マダイ養殖業 1,456 1,883 4 0.1 3,339 1.3 950 1,703   0.0 2,653 1.2 
カキ養殖業 5,378 1,304 47 0.6 6,682 2.5 4,102 2,227 40 0.6 6,329 2.9 
コンブ類養殖業 2,311 98 2 0.0 2,409 0.9 1,900 353   0.0 2,253 1.0 
ノリ類養殖業 13,530 2,167 12 0.2 15,697 5.9 9,421 5,254 1 0.0 14,675 6.8 
計 24,125 8,228 68 0.9 32,353 12.2 17,264 11,979 41 0.7 29,243 13.5 
沿岸漁業層 174,646 34,063 96 1.3  208,709 78.9 119,704 52,563 83 1.3  172,267 79.3 
中小漁業層 10,878 34,210 3,102 41.5  45,088 17.0 6,257 31,715 2,901 47.0  37,774 17.4 
大規模漁業層 1 10,756 4,278 57.2  10,757 4.1 1 7,065 3,186 51.6  7,066 3.3 
合  計 185,525 79,029 7,476 100   264,554 100.0 125,962 91,343 6,170 100   217,107 100.0 
構成比 70.1 29.9 2.8     100.0   58.0 42.1 2.8     100.0    
  資料：第 11 次漁業センサス(2003)，第 12 次漁業センサス(2008)                 
    注：① 第 11 次漁業センサスは 11 月１日の漁業作業従事者の数である。第 12 次漁業センサスは，同 11 月１日の海上作業従事者数となっている。従 
                って，第 12 次センサスの従事者数は第 11 次センサスより少ない数となる。 
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      ：② 沿岸・沖合漁業階層に対応しているのが外国人技能実習制度で、遠洋漁業は海船協方式とした。 
       ：③ 全体比はそれぞれの表頭の項目（2003 年及び 2008 年の外国人雇用者）がその表頭項目の全体(合計)に占める割合，構成比は表頭の項目 
                （2003 年及び 2008 年の外国人雇用者）が表側の項目に占める割合を表している。 

















































































































団 体 名  団 体 名  
1 全 国 底 曳 網 漁 業 連 合 会  8 全 日 本 海 員 組 合  
2 全 国 近 海 か つ お ・ ま ぐ ろ 漁 業 協 会  9 国 際 研 修 協 力 機 構  
3 全 国 違 洋 沖 合 い か つ り 漁 業 協 会  1 0 農 林 水 産 省 経 営 局  
4 全 国 か じ き 流 網 漁 業 者 協 会  1 1 水 産 庁 漁 政 部  
5 全 国 漁 業 協 同 組 合 連 合 会  1 2 国 士 交 通 省 海 事 局  
6 全 国 ま き 網 漁 業 協 会  1 3 大 日 本 水 産 会  
7 日 本 定 置 漁 業 協 会  
漁 業 技 能 実 習 制 度 協 議 会 構 成 員
表5-5
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 筆者を含む研究チームは、2010 年 11
月、2013 年 8 月に、山東省青島市にあ
るA有限公司（以下、A社）を訪問した。


























































































































































































第 7 章 中国における研修生・技能実習生派遣の現状（大島一二） 
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（企業単独型）12 万 8,923 円、「技


























   

































































































































学 13％、伊藤忠商事 8％となっている。 




































































































































































































































































































































































































































































































































                                                             
た段階で返金されるとのことである。 
調査対象企業
帰国技能実習生 A B C D E F
年齢 30歳 33歳 32歳 29歳 34歳 31歳
性別 男性 男性 女性 男性 男性 男性
職位 栽培部課長 乳牛部係長 生産係長 生産主任 生産主任 生産主任
入社時期 2006年 2012年 2009年 2009年 2008年 2009年
未婚・既婚 既婚 既婚 既婚 既婚 既婚 既婚
出身地 吉林省 黒竜江省 吉林省 吉林省 吉林省 吉林省














実習先 群馬県 北海道 千葉県 千葉県 千葉県 長野県
朝日緑源 花楽町




実習時の収入は 1 年目が 6 万円／月で、






が 70 万円、2～3 年目が合計で 70 万円
となっている。 
 


















































































その他、D、E、F も C と同様に、現在














































































































































































































































第 8 章 中国の日系農業企業の事業展開と帰国技能実習生の役割（佐藤敦信） 
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課題 －朝日緑源の事例－」『ICCS














































































































                                            













































































































                                            
7佐野、p.21。 














































































































































































































年 計 男 女 ｲ タイ
1994 151,989 6,020    2,344  38,473   105,152  
1995 189,051 5,430    2,071  54,647   126,903  
1996 236,555 10,206   1,489  83,630   141,230  
1997 248,396 14,648   736    100,295  132,717  
1998 270,620 22,058   940    114,255  133,367  
1999 294,967 41,224   158    113,928  139,526  131      
2000 326,515 77,830   113    98,161   142,665  7,746    
2001 304,605 91,132   46     72,779   127,732  12,916   
2002 303,684 134,169 169,515 93,212   35     69,426   111,538  29,473   
2003 300,150 128,426 171,724 56,437   27     81,355   104,728  57,603   
2004 314,034 128,453 185,581 27,281   22     91,150   105,281  90,241   59   
2005 327,396 128,403 198,993 49,094   13     95,703   98,322   84,185   79   
2006 338,755 130,073 208,682 85,223   12     90,054   92,894   70,536   36   
2007 357,937 139,030 218,907 115,490  11     86,423   86,948   69,043   22   
2008 365,060 142,003 223,057 127,764  11     80,636   75,584   81,060   5    
2009 351,016 128,602 222,414 139,404  10     72,077   61,432   78,093   
2010 379,653 140,121 239,532 156,332  10     77,538   65,742   80,030   1    
2011 425,660 165,656 260,004 175,409  3      82,841   71,763   95,643   1    
2012 445,579 177,878 267,701 191,127  4      86,786   67,611   100,050  1    
資料：移民事務組
：単位は人。各年の数値は12月31日時点のもの。




















































総計 タイ ｲ その他
総数 592,372 75,341 80,809 170,431 19,194 126,346 120,251
2010 労働 379,653 65,742 77,538 156,332 10 80,030 1
婚 47,322 5,800 2,833 4,993 1,563 23,488 8,645
総数 648,229 80,595 86,862 189,662 20,104 138,378 132,625
2011 労働 425,660 71,763 82,841 175,409 3 95,643 1
婚 46,269 5,909 2,938 4,606 1,699 21,636 9,481
総数 680,138 76,472 92,392 207,461 23,523 140,179 140,111
2012 労働 445,579 67,611 86,786 191,127 4 100,050 1
婚 43,169 5,851 2,859 4,385 1,804 18,661 9,609
総数 725,161 71,134 95,493 229,378 25,155 161,661 142,340
2013 労働 489,134 61,709 89,024 213,234 4 125,162 1







年 性別 総計 うちｲ うち
2009 男 188     28         18       
女 9,665   1,057      7,538    
2010 男 171     37         16       
女 7,521   876        5,871    
2011 男 139     29         11       
女 5,784   738        4,514    
2012 男 182     36         29       
女 5,415   645        4,259    
2013 男 179     40         38       
女 4,825   526        3,817    
男 2,235   364        271      
計 女 108,493 23,526     71,216   






















































北市、台北市、基 市）の 40,977 人で
あり、次いで桃園 ：18,699 人、高雄
（高雄市）：15,720 人、台中 （台中市）：













人  ％ 人  人  人  人  人  
計 156,067 100 00 88,609 27,872 8,342 7,629 4,291
台北 40,977 26 26 21,500 4,650 2,121 1,927 685
桃園 18,699 11 98 8,536 4,412 2,220 1,386 299
高雄 15,720 10 07 10,311 2,002 637 754 439
台中 15,238 9 76 9,077 2,114 785 657 746
台南 9,975 6 39 6,947 1,018 499 348 330
化 9,333 5 98 6,147 1,682 450 331 409
新竹 8,511 5 45 3,199 2,944 453 645 75
東 7,613 4 88 4,439 1,666 202 780 237
林 6,452 4 13 3,903 1,757 195 124 262
義 6,375 4 08 4,266 1,325 179 158 230
苗 5,133 3 29 2,601 1,821 242 189 70
南投 4,477 2 87 2,968 879 155 98 227
宜蘭 2,996 1 92 2,063 424 103 76 130
東 1,425 0 91 934 247 26 88 43
花 1,899 1 22 1,013 508 67 57 61
湖 919 0 59 531 310 － 7 42
金門 293 0 19 157 110 4 4 3




表４ 各 市における東南アジア系外籍配 者数
合 計






台湾最大の農業 である 化 、第9位





















































人数 なし 小学校 中学校 高校 大学以上
合計 82358 2 9 31 9 34 6 21 2 9 4
男性 4243 0 7 11 9 17 23 4 47
女性 78115 3 33 35 5 21 1 7 4
資料：『外籍 大陸配 生活状況調査適要報告』 19
表６ 外籍結婚移民と結婚した台湾人配 者の教育水準
学歴 合計 なし 小学校 中学校 高校 大学以上
82358 0 6 12 9 40 2 35 4 10 9
資料：『外籍 大陸配 生活状況調査適要報告』 36
表７ 外籍及び大陸籍結婚移民と台湾人配 者の教育水準
なし 小学校 中学校 高校 大学以上
結 なし 0 3 0 8 0 9 0 5 0 1
婚 小学校 0 5 5 3 9 9 7 8 1 6
移 中学校 0 4 5 2 14 8 13 8 3 6
民 高校 0 2 2 9 7 3 10 4 3 8
大学以上 0 1 0 7 1 8 3 4 4 2
資料：『外籍 大陸配 生活状況調査適要報告』 36
：対象者は外籍移民82,358人、大陸籍93,551人である。
台湾人配 者
































                                            
24 宏 「社会階層化下的婚 移民 国
内労働市場：以越南新 為例」『台湾社会
























































































































総戸数 6,961,560 3 53 881,662 666,372
国民小学校以下 1,763,126 2 94 614,529 473,293
国民中学校 1,171,139 3 87 754,100 613,119
高等中学校 667,797 3 67 899,181 693,935
高等職業学校 1,431,698 3 85 870,441 684,915
専科学校 936,655 3 66 1,048,488 783,131
大学以上 991,146 3 48 1,354,335 917,060
資料：92年家庭 支調查報告
表10 結婚移民の就業状況
有業 臨時雇 無職 不明
人数 農林漁業 工業 業 公共機関
合計 82,358  22 3 2 6 10 7 8 7 0 3 12 3 64 1 1 3
男性 4,243   71 8 0 8 32 7 34 96 3 3 9 2 17 7 1 3
女性 78,115  19 6 2 7 9 5 7 3 0 2 12 5 66 6 1 3
資料：『外籍 大陸配 生活状況調査適要報告』 28

































































                                                             
1,000元。派遣手数料は支払わない。作
業者の熟練度と日当には関係がない。 

































次いで、 義 の 2,163ha、旧台北 の














儀 （1,938 戸）となっている。 
次に経営規模別（この経営規模は茶栽
培面積以外の経営耕地を含む）の農家数
をみてみよう。0.5ha 未満層は 儀 が
32.7％であるのに対して、台北 47.6％、
南投 は47.0％と 細な経営が多く、こ










戸数 15,810 6,803 4,987 2,201 802 688 198 54 65 12
(％) 100 43 31 5 13 9 5 1 4 4 1 3 0 3 0 4 0 1
戸数 7,619 3,583 2,605 889 280 178 60 8 14 2
（％） 100 47 34 2 11 7 3 7 2 3 0 8 0 1 0 2 0 2
戸数 2,460 1,172 747 300 104 106 21 5 4 1
（％） 100 47 6 30 4 12 2 4 2 4 3 0 9 0 2 0 2 0
戸数 1,946 637 612 395 135 118 31 7 10 1
































郷農地は、茶園 1,351.1ha、 水 の南
側平 部に広がる水田 39.61ha、果樹園
747.2ha、コーヒー147ha からなる茶業






級 茶「 頂 茶」の産地として知


















































                                            
30 2013年11月16日、堀口調査団の聞
き取りによる。 





















った A 農家の紹介により、2010 年 7 月
7 日、調査協力者とともに調査 を用い
た電話調査を行った。A 工頭の所在地は










































採茶 人数 40人 24人 16人 10人 6人
年齢 50～70代 20代 20代


















































































種目 日数 期間 作業順 派遣先
春 3～5月 高 低
夏 ６月 低 高
秋 ９月 低 高
冬 10中 ～12月中 低 高
畑作 30日 水里郷（キャベツ作、除 ・収穫）
資料：聞き取りによる。
茶業 120日 谷郷、 林 、頭、 里山、信義郷





























































































































































































































































































                                            
1 世 ２０１３  
































                                            
































































                                            
3 世 ２０１３  




























































 ２０１３ 引進農業外  農委





日報 ２０１４ 開放農業外 活
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